
波及事故とは

自家用電気工作物設置者のみなさまへ

波及事故防止のため

設備の新設・更新をご検討ください

工場やビルなどの自家用電気工作物が原因で、広範囲に長時間停電を引き起こす事故のことを
波及事故といいます。
波及事故が発生すると急な停電・改修工事による自社の損害だけでなく、近隣の信号機や医療

機関が停電することで、人命に関わる社会的に大きな影響を及ぼします。また、他社工場の生産
や商業活動に支障をきたし、中には多大な損害賠償を請求されるケースもあります。
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波及事故の主な原因

波及事故発生状況原因別（関東地域）

(2020～2021年度)

出典：関東東北産業保安監督部データ

波及事故の約７割が、高圧引込ケーブル
およびPASの事故によるものです。

発生確率の高い事例

●高圧引込みケーブル

・自然劣化等により絶縁破壊。高圧区分開閉器もなし

   ・電気主任技術者に連絡なく工事等を行い、ケーブル切断

●PAS

・自然劣化等により内部に雨水が浸入して地絡・短絡

・雷サージにより放爆

●LBS

・小動物が充電部に接触

・自然劣化や汚損による地絡・短絡

●VCB

・自然劣化や汚損による地絡・短絡
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波及事故対応での損失金額

損害額は１千万円を超える事例もあります。

１．事故発生側の損害例

①事故対応に伴う人件費（時間外の発生等）

②突然の停電による操業停止等の損失

③復旧のための緊急の仮設工事の費用

➃損傷した電気工作物等の改修費用 など

２．波及事故被害者側の損害例

①突然の停電による操業停止等の損失

②コンピュータへの入力中データの損失 など

波及事故の損害額について

34%

50%

8%
8% 0～100万円

101～300万円
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500万円以上

・設備費用

・工事費用

・営業損失

・賠償費用

・その他費用
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事故防止対策の重点ポイント

〔落雷による焼損〕

上：外観 下：内部

設備更新のポイント

PAS

設備は、使用状況や設置場所の環境等により劣化の進行度合いが異なります。また、設備

の劣化が進み早急な更新が必要になった時点に注文しても、短期間で入手できるとは限り

ません。電気主任技術者の助言のもと、計画的に更新をお願いします。

高圧引込ケーブル
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CVケーブルの構造比較（E-T・E-E）

E-Tタイプ
(外部半導電層がテープ巻）

E-Eタイプ
(外部半導電層が押出成形）

E-Tタイプ E-Eタイプ

①内部半導電層 押出成形 押出成形

②絶縁体 押出成形 押出成形

③外部半導電層 テープ巻 押出成形

押出成形 ２層 ３層

長期信頼性
(水トリー耐性)

〇 ◎

毎年、CVケーブルの経年劣化(水トリー)による事
故が多く発生しており、製造後20年を超えると
ケーブル事故が著しく増加します。

長期間使用しているCVケーブルを更新することは、
波及事故を防止するうえで効果的な対策となります。
更新時に、水の影響がある敷設場所については、水
トリー耐性の強いE-Eタイプケーブルを推奨します。

関東東北産業保安監督部に報告された波及事故の統計

データによると、PAS設置後10年を超えると事故の
発生が増加する傾向にあります。
また、自然災害のうち落雷の影響を最も受けやすい設
備となっています。

PASの事故例

　

〔PAS設置後20年経過〕

内部浸水、稼働部に錆

10年～15年を目安に早めに更新することは、波及
事故を防止する上で効果的な対策となります。
[（一社） 日本電気協会「自家用電気工作物保安管理規程

＜JEAC8021-2018＞ 」より]

新設・取替時は、VT(制御電源用変圧器)・LA(避
雷器)内蔵タイプを採用しましょう。

自然災害（雷）による波及事故発生要因

PASにおける波及事故までの経過年数

高圧引込ケーブルにおける波及事故までの経過年数（保守不備）
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（経済産業省関東東北産業保安監督部統計データより）

事故が増加し始める
ボーダーライン

PAS 88%

PAS+ケーブル
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PAS+VCB
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その他
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